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平
成
30
年
4
月
1
日
か
ら
「
埼

玉
県
自
転
車
の
安
全
な
利
用
の
促

進
に
関
す
る
条
例
」
が
一
部
改
正

と
な
り
、
自
転
車
損
害
保
険
等
へ

の
加
入
が
義
務
化
さ
れ
ま
す
。

▼
目
的　

自
転
車
事
故
を
起
こ
し

た
際
の
被
害
者
救
済
や
、
加
害
者

の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め

▼
変
更
点

①
自
転
車
利
用
者

　

県
内
で
自
転
車
を
利
用
す
る
場

合
に
、
自
転
車
損
害
保
険
等
へ

の
加
入
が
義
務
に
な
り
ま
す
。

※
未
成
年
者
が
自
転
車
を
利
用
す

る
場
合
、
保
護
者
な
ど
が
加
入

②
自
転
車
を
利
用
す
る
事
業
者

　

業
務
と
し
て
自
転
車
を
利
用
す

る
場
合
、
自
転
車
損
害
保
険
等

へ
の
加
入
が
義
務
に
な
り
ま
す
。

※
業
務
中
の
事
故
に
つ
い
て
は
、

個
人
賠
償
責
任
保
険
の
対
象
外

③
自
転
車
貸
付
業
者

　

レ
ン
タ
ル
業
務
と
し
て
自
転
車

を
貸
し
付
け
る
場
合
、
自
転
車

損
害
保
険
等
へ
の
加
入
が
義
務

に
な
り
ま
す
。

日常生活での賠償責任保険等

自転車保険等の種類 保険の概要

個人賠償責任保険 自転車向け保険 自転車事故に備えた保険

自動車保険の特約 自動車保険の特約で付帯した保険

火災保険の特約 火災保険の特約で付帯した保険

傷害保険の特約 傷害保険の特約で付帯した保険

団体保険 会社などの団体保険 団体の構成員向けの保険

ＰＴＡの保険 ＰＴＡや学校が窓口となる保険

共済 全労済、市民共済など

ＴＳマーク付帯保険 自転車の車体に付帯した保険

クレジットカードの付帯保険 カード会員向けに付帯した保険

業務中での賠償責任保険等

自転車保険等の種類 保険の概要

施設所有者賠償責任保険 業務活動中の事故に備えた保険

ＴＳマーク付帯保険 自転車の車体に付帯した保険

④
自
転
車
販
売
店
・
学
校

　

自
転
車
損
害
保
険
等
の
加
入
確

認
お
よ
び
未
加
入
時
の
情
報

提
供
が
努
力
義
務
に
な
り
ま

す
。

問
合
せ　

防
災
安
全
課
☎（
43
）
1 

1
1
1
内
線
5
8
3
・

（
43
）

7
6
5
6

【事故による損害を補償する自転車保険等の種類一覧】

自
転
車
保
険
へ
の
加
入
が

義
務
に
な
り
ま
す

幸手アートさんぽ と　き　3月 25 日（日）

　　　　　～ 4月 8日（日）

 ところ　勤労福祉会館ほか、

　　　　 市内商店や寺社　この事業は、桜まつりの開催に合わせ、まちなかの商店や寺社などに

アート作品を飾り、観光客を始め、多くのみなさんに楽しんでもらおう

という企画です。

※詳細については、市ホームページ（https://www.city.satte.lg.jp）

をご確認ください。

展示
期間中、まちなかにはたくさんのアート作

品が展示されます。12 人の造形作家と地域

住民が協同してできあがった芸術空間をお楽しみください。

ライブ
期間中、毎日どこかで芸術家のライブパフォーマンスが行

われます。

スタンプ
ラリー

各会場のスタンプを台紙に押していくと、福笑いが完成しま

す。勤労福祉会館では、福笑いの展示やスペシャルなスタン

プをご用意して、みなさんのお越しをお待ちしています。

桜まつり開催中は駅前案内所、桜まつり会場、勤労福祉会館、

または展示店舗で案内チラシ ( 台紙 ) を配布しています。

問合せ　商工観光課☎(43)1111 内線 594・（43）1123



（9）

　

こ
の
運
動
は
、
火
災
が
発
生
し

や
す
い
こ
の
時
季
に
防
火
意
識
を

さ
ら
に
高
め
る
こ
と
で
、
高
齢
者

を
中
心
と
す
る
被
害
者
の
発
生
を

減
少
さ
せ
、
財
産
の
損
失
も
防
ぐ

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

▼
危
険
な
習
慣
し
て
い
ま
せ
ん
か
？

コ
ン
ロ　

火
を
点
け
た
ま
ま
コ
ン

ロ
を
離
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

た
ば
こ　

寝
た
ば
こ
を
し
て
い
ま

せ
ん
か
？

放
火　

ゴ
ミ
を
収
集
日
以
外
の
日

に
出
し
て
い
ま
せ
ん
か
？

ス
ト
ー
ブ　

外
出
す
る
と
き
や
就

寝
前
に
ス
ト
ー
ブ
が
消
え
て
い

る
か
確
認
し
て
い
ま
す
か
？

配
線
器
具　

た
こ
足
配
線
を
し
て

い
ま
せ
ん
か
？

▼
空
家
・
空
地
の
管
理
徹
底
を
！

　

市
内
で
空
家
・
空
地
の
枯
草
が

放
置
さ
れ
、
危
険
な
状
態
に
あ
る

場
所
が
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

◎
空
家
の
管
理
は
…

・
み
だ
り
に
人
が
出
入
り
で
き
な

春
の
火
災
予
防
運
動

　
火
の
用
心

　
こ
と
ば
を
形
に

　
習
慣
に

3
月
1
日
～
7
日

と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

期
間　

3
月
1
日
（
木
）
～
30
日

（
金
）

対
象　

市
内
一
般
住
宅
1
0
0
戸

▼
住
宅
用
火
災
警
報
器
取
付
支
援

　

高
齢
者（
65
歳
以
上
）
世
帯
や

障
が
い
者
世
帯（
障
害
者
手
帳
の

交
付
を
受
け
て
い
る
人
が
い
る
世

帯
）な
ど
の
う
ち
、
警
報
器
を
設
置

す
る
こ
と
が
困
難
な
世
帯
を
対
象

に
取
付
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

申
込
み　

消
防
署
ま
た
は
組
合

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（http://s

 
a

 
i

 
t

 
a
 m a 

tobu-119
.jp/stfb/

）で
配
布
す

る
申
請
書
に
必
要
事
項
を
記
入

の
上
、
お
近
く
の
消
防
署
に
持

参
ま
た
は
郵
送
し
て
く
だ
さ
い
。

※
直
接
持
参
す
る
場
合
は
、
午
前

8
時
30
分
～
午
後
5
時
15
分

注
意
事
項　

取
付
け
は
無
償
で
す

が
、
警
報
器
は
申
請
者
本
人
が

事
前
に
購
入
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
消
防
署
の
名
を
語
り
警
報
器
の

販
売
な
ど
と
言
葉
巧
み
に
家
に

上
が
り
込
み
、
室
内
を
物
色
さ

れ
る
被
害
が
増
え
て
い
ま
す
。

十
分
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

問
合
せ　

埼
玉
東
部
消
防
組
合

　

幸
手
消
防
署
☎（
42
）9
1
1
9

い
よ
う
に
施
錠
し
ま
し
ょ
う
。

・
燃
え
や
す
い
も
の
を
周
囲
に
放

置
し
な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

・
定
期
的
な
巡
回
・
監
視
を
行
い

ま
し
ょ
う
。

・
ガ
ス
・
電
気
は
確
実
に
遮
断
し
、

灯
油
な
ど
の
危
険
物
は
、
置
か

な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

◎
空
地
の
管
理
は
…

・
枯
草
は
刈
り
取
る
か
、
土
砂
な

ど
で
埋
め
ま
し
ょ
う
。

・
木
く
ず
な
ど
燃
え
や
す
い
も
の
は

置
か
な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

・
フ
ェ
ン
ス
な
ど
で
周
り
を
囲
み

ま
し
ょ
う
。

▼
住
宅
用
火
災
警
報
機

　

市
内
の
住
宅
用
火
災
警
報
器
設

置
率
は
約
79
％
と
、
全
国
の
約

81
％
を
下
回
る
中
で
、
設
置
済
の

警
報
器
も
電
池
切
れ
な
ど
の
時
期

を
迎
え
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
警

報
器
設
置
状
況
に
つ
い
て
、
消
防

職
員
が
ご
自
宅
を
訪
問
し
、
聞
き

取
り
調
査
を
行
い
ま
す
。
ご
理
解

障がいのある人の人権
～共生社会の実現に向けて～

　障がいは、先天的なもののほか、事故や病気で生じたもの、

加齢に伴うものなど、発生する時期はさまざまです。

　障がいのある人もない人も、互いにその人らしさを認め合

いながら共に生きる社会をつくることを目的に、国は、「障害

者差別解消法」を平成 28年 4月に施行しました。法律が出来

てから間もなく 2年が経過しますが、まだ多くの人に認知さ

れていないのが現状です。

　この法律では、行政機関やお店などの事業者が、障がいのある人に対して、「不当な差別的取扱い」を

してはならないことや、障がいのある人が困らないように「合理的配慮」（事業者は対応に努めること）

をすることになっています。

　「不当な差別的取扱い」とは、例えば、「障がいがある」という理由だけでアパートへの入居を断ること

や、店舗への入店を断るなどが拳げられます。

　「合理的な配慮」とは、例えば、聴覚障がいの人には、声だけではなく筆談で対応する、視覚障がいの

人には、文書だけではなく声に出して読み上げるなど、障がいのある人が困っている時に、

その人の障がいに合った必要な工夫を考えて対応することなどです。

　誰もが支え合い共生できる社会を実現するためには、行政機関や事業者はもとより、一

人ひとりが、障がいのある人の立場になって考え、行動することが大切ではないでしょうか。


